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研究要旨 

 労働省（当時）は国民の健康づくりを推進するため、1988 年に「健康増進施設認定制度」を創設し、健康

増進施設の大臣認定を開始した。創設から 30 年が経過し、この間にわが国は急激な高齢化が進展して人口構

成が大きく変化した。さらに、身体活動と健康に関する数多くのエビデンスが蓄積され、健康寿命の延伸に貢

献する身体活動の量や種類が明らかになりつつある。本研究は健康増進施設認定制度の現状を明らかにし、

現状における制度改善点を明らかにするとともに、改善案を提案することを目的に実施した。 

 本研究は運動型健康増進施設や関連団体へのヒアリング調査や質問紙調査、施設利用者を対象とした質問

紙調査を実施して「健康増進施設認定制度」の現状を把握した。これらの調査の結果、本制度が国民の健康寿

命の延伸に更に貢献するために必要と考えられるいくつかの課題が明らかになった。具体的には、① 指定運

動療法施設とそれ以外の運動型健康増進施設の役割を明確にする必要があること、② 有酸素運動プログラム

の実施に大きく偏った認定要件を変更する必要があること、③ 本制度や健康増進施設の認知度を高めるとと

もに健康増進施設が他の施設に対してリーダーシップを発揮するための環境づくりを支援する必要があるこ

とある。そして、これらの課題を改善するために、1) 各施設の役割の明確化、2) 運動型健康増進施設認定要

件の変更、3) 健康増進施設大会の開催、4) 健康増進施設研究の実施と研究成果の積極的な発信を提案する。 

 

 

Ａ．研究目的 

 

1．人口構造の変化 

 厚生労働省は国民の健康づくりを推進するため、

1988 年に健康増進施設認定制度を創設し、健康増

進施設の大臣認定を開始した。創設から 30 年が経

過し、この間にわが国は高齢化が進展するととも

に人口構成が大きく変化した。65 歳以上の人口が

総人口に占める割合である高齢化率は、1985 年時

点では 10％であったが、2017 年時点では 28％と、

急激に高齢化が進展している。そして、今後もさら

に高齢化率が増加すると予測されており、高齢者

の健康づくりが大きな課題となっている。 

 

2．推奨される運動形態の変化 

 近年、身体活動と健康の関係を調査した学術論

文（エビデンス）が数多く蓄積され、どのような身

体活動が健康づくりに貢献するかが明らかになっ

てきた。1995 年、米国から世界で初めてエビデン

スに基づいた身体活動指針が公表された 1)。このガ

イドラインが推奨した身体活動は有酸素運動であ

り、当時のエビデンスは有酸素運動が健康づくり

にとって最も重要な運動形態であると報告した。

当時から筋力や柔軟性が健康づくりにとって大切

な体力要素であることは予測されていたが、それ

を証明するエビデンスは不足しており、有酸素運

動以外の運動については明確な指針を示すことが

困難であった。しかしながら、米国政府は 2018 年

に身体活動指針の改定版を公表した時には、その

後に発表されたエビデンスに基づいて有酸素運動

以外にも筋力や柔軟性が必要であると身体活動指

針に示している 2)。 

 以上のように、身体活動と健康を取り巻く情勢

は変化しているにもかかわらずこの 30 年間に健康

増進施設認定制度が大きく改善されることはなく、

時代遅れの制度になりつつあることが危惧される。 
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 そこで、本研究は運動型健康増進施設や施設利

用者の現状や課題・意見を把握するとともに、把握

した結果を研究班員が吟味して、健康増進施設認

定制度の改善に資する提案を行うことを目的に実

施した。 

 

Ｂ．研究方法 

 健康増進施設や施設を利用する人たちの現状や

課題・意見を把握するためにいくつかの方法を採

用した。詳細な情報を把握するためにいくつかの

施設や関連団体を対象としたヒアリング調査を実

施するとともに、健康増進施設や施設利用者を対

象とした質問紙調査を実施して広く、さまざまな

施設や利用者の意見や課題を把握した。 

 

1．ヒアリング調査 

 関連団体（4 団体）と健康増進施設（16 施設）、

さらに、あえて認定を受けていない施設（3 施設）

についても訪問して健康増進施設認定制度に関す

るヒアリング調査を実施した。ヒアリングは研究

班員がヒアリング対象の施設を訪問して行った。

さらに、アジア諸国におけるすぐれた取り組み事

例を把握するため、台湾とシンガポールを訪問し

て各国の取り組み内容についてヒアリング調査し

た。 

 

2．健康増進施設実態調査 

 すべての運動型健康増進施設（340 施設）を対象

に郵送による質問紙調査を実施し、183 の施設から

回答を得た（回収率：54％）。 

 

3．健康増進施設利用者調査 

 すべての運動型健康増進施設からランダムに 11

施設を抽出し、当該施設の利用者 129 人に対して

質問紙調査を実施した。 

 

3．倫理的配慮 

 ヒアリング調査に関しては訪問先にヒアリング

内容の公開について口頭で了承を得た。質問紙調

査については運動型健康増進施設および運動型健

康増進施設利用者を対象とする調査いずれも匿名

で調査を実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 これらの調査の結果、健康増進施設認定制度の

課題は、① 指定運動療法施設とそれ以外の運動型

健康増進施設の役割を明確にする必要があること、

② 有酸素運動プログラムの実施に大きく偏った

認定要件を変更する必要があること、③ 本制度や

健康増進施設の認知度を高めるとともに健康増進

施設が他の施設に対してリーダーシップを発揮す

るための環境づくりを支援する必要があると考え

られた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究は健康増進施設や施設を利用する人たち

の現状や課題・意見をヒアリングや質問紙調査に

よって把握した。そして把握した結果を吟味して、

3 つの課題を抽出した。これら 3 つの課題を改善す

るために、① 運動型健康増進施設と指定運動療法

施設の役割の明確化、② 運動型健康増進施設認定

要件の緩和、③ 健康増進施設大会の開催と健康増

進施設研究の実施、④ 多様な運動プログラムの奨

励、を提案する。 

 

1．運動型健康増進施設と指定運動療法施設の役割

の明確化 

 健康増進施設認定制度では運動型健康増進施設

（352 施設：2019 年 5 月 5 日現在）、温泉利用型健

康増進施設（21 施設：2017 年 10 月 25 日現在）、温

泉利用プログラム型健康増進施設（26 施設：2018

年 8 月 1 日現在）3 類型の施設について大臣認定を

行っている。 

 本研究が対象としている施設は運動型健康増進

施設であり、本施設は「健康増進のための有酸素運

動及び筋力強化等の補強運動が安全に行える施設」

として認定された施設である。さらに、運動型健康

増進施設であり、かつ、一定の要件を満たし、厚生

労働省が運動療法を行うに適した施設だと指定し

た施設は指定運動療法施設として認定される。認
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定を受けた指定運動療法施設の利用者は所得税法

第 73 条によって規定されている医療費控除の対象

に施設利用料を含めることが可能となる。 

 現在、健康増進施設認定制度とは異なり、医療法

人に運営が認められた有酸素性運動施設である医

療法 42 条施設（以下、42 条施設）が存在しており、

これらの施設の役割や済み分けが不明確な状況で

ある（図 1）。 

 

図 1．運動型健康増進施設・指定運動療法施設・ 

    医療法 42 条施設の関係 

 

 運動型健康増進施設は 1 次予防（健康づくりや

生活習慣病予防等）を志向している施設と 2 次・3

次予防（運動療法やリハビリテーション等）を志向

している施設があると考えられる。1 次予防を志向

している施設は運動療法やリハビリテーションの

実施を志向しているわけではないことから指定運

動療法施設の認定を受けていないケースが多いと

考えられる。一方で、2 次・3 次予防を志向してい

る施設の多くは指定運動療法施設の認定を受けて

おり、さらに、医療機関併設型である場合は 42 条

施設の認定も受けているケースが多いと考えられ

る。 

 近年の運動型健康増進施設数は約 350 施設で、

施設数としては安定的に推移していが、その内訳

は指定運動療法施設の認定のみを受けた施設が減

少していく一方で、指定運動療法施設、とりわけ 42

条施設の認定も受けている指定運動療法施設が増

加していることから施設数が安定的に推移してい

るように見えている状況だと考えられる。今回の

健康増進施設実態調査では指定運動療法施設 116

施設中 63 施設（54％）が 42 条施設であり、後述す

る認定要件の緩和が行われれば、さらに多くの 42

条施設が指定運動療法施設の認定を受けて指定運

動療法施設が増加するものと予想される。 

 

（１）一次予防を志向している運動型健康増進施

設の役割 

 健康増進施設認定制度が創設された 1988 年と比

較して健康づくり施設（フィットネス施設）は全国

に大幅に増加しており、一次予防を志向している

健康づくり施設を健康増進施設認定制度によって

増加させるという役割はすでに終えていると考え

られる。一方で、政府は日本再興戦略のひとつとし

て健康づくり施設を健康寿命延伸産業として位置

付けているが、我が国の健康づくり施設の個人会

員数は、約 230 万人であり国民の約 2%に過ぎず（経

産省、2016 年）、アメリカにおける民間フィットネ

ス施設の会員数の割合（13%）と比較して明らかに

低い割合となっている（文部科学省、2016 年）。さ

らに、さまざまな運動プログラムの効果が科学的

に確認され、エビデンスとして発信されているが、

健康づくり施設で実施されているプログラムが経

験のみに基づいたプログラムであったり、マーケ

ティング戦略ありきの運動プログラムが実施され

ている状況にある。 

 このような状況のなか、一次予防を志向してい

る運動型健康増進施設については認定施設数を増

やすことより、認定を受けた質の高い施設が、運動

プログラム効果の確認や、新たな運動プログラム

の開発、さらには会員の集客や定着を図る運営方

法を開発し、全国に数多く存在している一次予防

を志向している施設に得られたエビデンスを発信

するという、健康づくり施設のモデルとしての役

割が期待される。 

 

（２）認定運動療法施設の役割 

 全国各地における一次予防を志向している健康

づくり施設の増加に対して、医療機関と連携をと

って運動療法を実施している施設数は限られてい
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る。42 条施設制度や、日本医師会による健康スポ

ーツ医制度が運動療法を実施する施設数の増加を

目指しているが高齢化の進展とともに運動療法を

必要としている人口は増加しており、全国各地に

運動療法を受けられる施設が数多く設置されるこ

とが望まれる。このため、指定運動療法施設は一次

予防を志向している運動型健康増進施設（指定運

動療法施設の認定を受けない運動型健康増進施設）

と異なり自ら施設数を増やしていくことが望まれ

る。指定運動療法施設には利用料の医療費控除制

度というインセンティブがあることから、本研究

班が提案する制度利用方法を簡便化する等の対策

によってこのインセンティブを最大限に活用でき

る体制を構築することによって施設数を大きく増

加させることが可能と考えられる。また、指定運動

療法施設は 2 次・3 次予防を志向している施設のモ

デルとなって、効果的な運動療法プログラムに関

するエビデンスを発信するといった運動療法施設

のモデルとしての役割も期待される。 

 

2．運動型健康増進施設認定要件の変更 

 健康増進施設認定規程第 4 条（認定の基準）の規

定の運用については局長通知である「健康増進施

設認定基準について」が示されており、その解説 3)

にはトレーニングジムや運動フロアに必要とされ

るおおよその面積が明記されている。 

 これらの面積は有酸素運動および補強運動を実

施するために必要と考えられる施設としているが、

例えば日本動脈硬化学会が発刊した「脂質異常症

治療ガイド 2018」においてエビデンスに基づいた

運動療法の具体例として室内で実施できるステッ

プ運動（図２）4)を紹介しており、ステップ運動と

いったスペースを必要としない有酸素運動プログ

ラムを実施することが可能である。また、広い設置

スペースを必要としない自転車エルゴメータを活

用して有酸素運動プログラムをメインとする運動

療法を実施することが可能である。 

 

図 2．ベンチステップ運動（日本動脈硬化学会） 

 

 前述したように指定運動療法施設は施設数を増

やしていくことが望まれることから、スペースに

かかわらずしっかりとした運動療法プログラムを

実施している施設を数多く認定できるように認定

基準を見直すことが望まれる。 

 

3．運動型健康増進施設の認知度を高め、リーダー

シップを発揮するための環境づくりの支援 

 2012 年に社団法人スポーツ健康産業団体連合会

が発表したフィットネス事業者および関連団体に

おける参画要件調査報告書では 4 章 2 節に「健康

増進施設認定制度の二の舞では事業者は参画しな

い」というタイトルで、健康づくり施設の事業者が

健康増進施設認定制度で苦い体験を味わったこと、

その問題点のひとつが制度の認知度の低さだった

と報告している 5)。 

 本研究班が実施した健康増進施設実態調査にお

ける健康増進施設認定制度の課題に関する調査で、

2 番目に多かった課題は「施設の周知」であった。

また、訪問ヒアリングにおいても施設の課題とし

て多かった回答の一つは「制度の認知度が低い」で

あった。さらに、健康増進施設利用者実態調査では、

129 人中 58 人が「現在利用している施設が健康増

進施設であることを知らない」という状況であっ

た。先に提案した、健康増進施設が健康づくり施設

や運動療法施設のモデルとしての役割を果たし、

国民の健康づくりの推進に寄与するためには健康

増進施設や健康増進施設認定制度の認知度を高め

ることが必要だと考えられる。 
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（１）健康増進施設研究 

 JPHC Study (Japan Public Health Center Study) は

厚生労働省がん研究助成金によって 1990 年に開始

されたコホート研究である 6)。本研究は全国 11 の

保健所が拠点となって研究機関や大学と共同研究

を実施し、どのような生活習慣が疾病の発症に関

連しているのかを明らかにすることを目的として

いる研究であり、すでに 300 本以上の学術論文を

公表しており、その多くが新聞やインターネット

を通じて社会に発信され、国民の健康づくりに貢

献している。 

 健康増進施設においても JPHC Study をモデルに、

どのような運動プログラムが疾病の予防に関連し

ているのかを明らかにする研究を実施し、その結

果を「健康増進施設研究」という名前とともに新聞

やインターネットメディアに発信することを提案

する。健康増進施設研究によって科学的に確認さ

れた効果的な運動プログラムを全国の健康づくり

施設に提供することが可能となるだけでなく、メ

ディアを通じて健康増進施設の認知度が高まるこ

とが期待される。 

 具体的な研究内容としては、施設利用者を対象

としたコホート研究（図）や運動プログラムを評価

するクラスター・ランダム化比較試験（図）であり、

各研究テーマ（図）に関心を持っているいくつかの

施設と研究機関が参加することによって共同研究

が実施できると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

（２）運動型健康増進施設大会 

 運動型健康増進施設が健康づくり施設や運動療

法施設のモデルとして国民の健康づくりに貢献す

るためには自らの質を高めていくことが必要であ

る。また、日々の活動のモチベーションを高めるこ

とも重要であると考えられる。現時点では各施設

の多くは独立しており、優れた取り組みの横展開

や意見交換が行われる場が確立していない。さら

に、優れた取り組みを実施している施設に対する

表彰制度も確立していない。そこで、運動型健康増

進施設の大会を年に 1 回開催し、優れた活動内容

を報告するとともに、優れた活動を展開している

施設を表彰することを提案する。 

 具体的には優れた取り組みを実施している施設

の活動を公募・審査した後に、採択された施設の取

り組み内容を発表と表彰を図に示したような内容

で年に 1 回開催するというものである。 
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4．多様な運動プログラムの奨励 

 健康増進施設認定規定第 4 条第 1 号に規定する 

において、健康増進施設は「健康増進のための有酸

素運動（休養効果を高めるためることを目的とし

て活動を含む）を安全かつ適切におこなうことの

できる施設であって適切な生活指導を提供する場

を有するもの（以下「運動型健康増進施設という。）」

と規定している。有酸素運動は疾病予防や健康寿

命の延伸にとって重要と考えられる運動形態であ

るが、人口構造の変化に伴う高齢者の増加、あるい

は有酸素運動以外の運動形態に関する科学的知見

の増加に伴い、推奨すべき運動形態の幅が広がっ

てきている。 

 

（１）有酸素運動と健康 

 Kenneth H. Cooper は、1968 年に出版した著書の

中で「『筋力のある人』が『体力のある人』という

のは神話であり、体力にとって筋力は重要なもの

ではない」と述べるとともに、健康のために最も重

要なものは有酸素能力であり、そのために奨励さ

れる運動は有酸素運動であると考えて「エアロビ

クス」（aerobics）という言葉を生み出すとともに

「Aerobics」という名の著書を通じて全世界に有酸

素運動の大切さを啓発した 7)。そして、テキサス州

のダラスにエアロビクスセンターを設立した。こ

のセンターには、クーパー研究所が併設され、エア

ロビクスセンター縦断研究（ Aerobics Center 

Longitudinal Study）として、有酸素能力と死亡率や

疾病罹患率の関係を調査し、数多くの研究成果を

発表している 8-12)。 

 このような状況の中、1995 年に CDC（米国疾病

予防管理センター）と ACSM（米国スポーツ医学

会）が共同で身体活動に関するガイドライン

（Physical Activity and Public Health）を発表した。

このガイドラインでは、これまでに報告された身

体活動と死亡率や疾病罹患率の関係を調査した研

究（エビデンス）を詳細に整理して作成されたもの

であるが、この当時に存在していた研究は有酸素

運動、あるいは全身持久力と死亡率や疾病罹患率

の関係を調査した研究であり、筋力や柔軟性に関

する研究については、「臨床的な経験と一部の研究

がその有用性を報告している」という表現に留ま

っている。翌 1996 年、米国公衆衛生局は、前述の

ガイドラインを拡張させた報告書を発表したが、

この報告書は身体活動を「身体活動とは『持久的な

身体活動』のことである」と定義しており、有酸素

運動以外の運動形態についてはエビデンス不足で

指針を作成できないという状況であった。しかし

ながら、米国政府は 2018 年にガイドラインの改定

版を公表したが、エビデンスに基づいて有酸素運

動以外の運動についても「成人は毎週少なくとも 2

日、体重を持ち上げたり、腕立て伏せをするような

筋肉強化活動が必要である」といった明確な指針

を示すにいたっている。 

 

（２）メタボリックシンドローム対策 

 メタボリックシンドローム対策の柱が有酸素運

動であることはこれまでの数多くのエビデンスが

示ししている。我々も有酸素運動実践の客観的指

標である全身持久力とメタボリックシンドローム

の下流にある疾患である高血圧 13-15)、2 型糖尿病 16-

18)、脂質異常症 19)、動脈硬化度 20)との間に負の量

反応関係（全身持久力が低いほど疾病罹患率が高

いという関係）があることを確認している。これら

の研究は有酸素運動がメタボリックシンドローム

の予防に貢献する可能を示唆している研究である。 

 一方、我々は、中高齢女性を対象にして、全身持

久力を高めるトレーニングと筋力トレーニングを

組み合わせた運動プログラムの実施頻度と糖尿病

罹患率の関係を調査した研究を公表した 21)。この

研究は 10,680 人の中高齢女性（平均年齢 58 歳）を

対象にしたコホート研究である。研究参加者をト

レーニング実施頻度で四分位（4 群）に分類し、平

均 5 年間追跡して追跡期間中の糖尿病新規発生率

を調査した。その結果、トレーニング実施頻度が多

いほど 2 型糖尿病罹患率が低いことを観察した。

さらに我々は研究参加者を大腿周の中央値で 2 群

に分類し、大腿周が大きい人と小さい人のトレー

ニング効果を確認した（図）。 
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この結果、大腿周が小さいひとのトレーニング効

果が大きいことが確認された。さらに日本人若年

女性を対象とした研究では筋量の少ない女性は耐

糖能異常になりやすいということを報告している

22)。これら研究は、比較的痩せている人が多い日本

人女性にとって、全身持久力を高めるだけでなく

血糖の取り込み先である骨格筋を増やす筋力トレ

ーニングを実施することで糖代謝を改善し、メタ

ボリックシンドロームを予防する可能性を示唆し

ており、対象者によってはメタボリックシンドロ

ーム予防の運動プログラムにおいても、全身持久

トレーニングに筋力トレーニングを組み合わせた

プログラムの開発が必要だと考えられる。 

 

（２）ロコモティブシンドローム・フレイル対策 

 ロコモティブシンドロームやフレイル対策、あ

るいは転倒予防の柱は筋力トレーニングだと考え

られる 23)。高齢化が進展し筋力の低下、あるいは

筋量の低下は寝たきりの原因となり、健康寿命を

短くする一因である。全身の筋力を代表すると考

えられている握力が性・年代に関係なく寿命と関

係するという日本人を対象とした研究が報告され

ており、健康寿命の延伸のために性・年代別に効果

的な筋力プログラムの開発が必要である 

 

（３）認知症対策 

 WHO が公表した認知症予防指針における身体

活動は有酸素運動を 1 回 10 分以上実施するという

ものである 24)。一方で国立長寿医療研究センター

が推奨している認知症予防運動プログラムである

コグニサイズは単純な有酸素運動ではなく、身体

活動と同時に実施する認知課題が脳の活動を活発

化させ認知症の発症を遅延させるというものであ

る 25)。さらに、身体活動が認知症を予防しないと

いう研究 26)もあることから我が国の重要な健康課

題である認知症対策のためにより効果的な認知症

予防、あるいは認知症発症遅延のためのプログラ

ムの開発が必要である。 

 

（４）柔軟性・バランス 

 我々は柔軟性と動脈硬化 27)、あるいは、バラン

ス能力と糖尿病罹患率の間に負の両関係があるこ

とを報告した 28)。柔軟性やバランス能力も体力の

一種であり、健康と関係がある可能性がある。これ

らの関係を明らかにするとともに、柔軟性やバラ

ンス能力を高めるための運動プログラムの開発が

望まれる。 

 

Ｅ．結論 

 運動型健康増進施設の実態を調査した結果、① 

指定運動療法施設とそれ以外の運動型健康増進施

設の役割を明確にする必要があること、② 有酸素

運動プログラムの実施に大きく偏った認定要件を

変更する必要があること、③ 本制度や健康増進施

設の認知度を高めるとともに健康増進施設が他の

施設に対してリーダーシップを発揮するための環

境づくりを支援する必要があることが明らかとな

った。そして、これらの課題を改善するために、① 

1) 各施設の役割の明確化、2) 運動型健康増進施設

認定要件の変更、3) 健康増進施設大会の開催、4) 

健康増進施設研究の実施と研究成果の積極的な発

信を提案する。さらに、本研究における文献レビュ

ーに基づいて作成した標準的な運動指導プログラ

ムをクラスター・ランダム化比較試験によって検

証したり、新たなプログラムや体力測定方法を開

発することを提案する。 
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